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ＬＲＴ・地域鉄道の活性化

平成 21年10月31日

国土交通省 鉄道局

ＬＲＴプロジェクトと地域公共交通活性化・再生法

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 鉄道局

財務課 松本 年弘

１．ＬＲＴ・路面電車の現状

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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●●高い速達性、定時性高い速達性、定時性
・車両の高性能化、軌道の専用化、一部立体化、優先信号化、運賃収受システムの改善等に
より、高い速達性・定時性を確保

走行空間
富山ライトレール富山駅北付近

軌道敷地と車道を縁石により分離

●●まちづくりとの連携まちづくりとの連携
・車両や電停のデザインを工夫することで街のシンボルとして、まちの賑わい
創出に寄与
・駅前広場の整備やトランジットモール化、パーク＆ライドﾞ駐車場の整備、
沿線への公共公益施設の配置などのまちづくり施策との一体的な整備が可能

１ー１ ＬＲＴの特色

○ ＬＲＴ（Light Rail Transit）は、従来の路面電車から走行空間、車両等を向上させたもので、道路空間、鉄道敷等の既存インフ
ラも有効活用し、高い速達性、定時性、輸送力等を持った、人や環境に優しい公共交通システムのことで、バリアフリーや環境へ
の配慮、さらに中心市街地の活性化による都市・地域の再生等に寄与するものとして、注目を集めている。

○ ＬＲＴ（Light Rail Transit）は、従来の路面電車から走行空間、車両等を向上させたもので、道路空間、鉄道敷等の既存インフ
ラも有効活用し、高い速達性、定時性、輸送力等を持った、人や環境に優しい公共交通システムのことで、バリアフリーや環境へ
の配慮、さらに中心市街地の活性化による都市・地域の再生等に寄与するものとして、注目を集めている。

●●十分な輸送力十分な輸送力
・適切な運行間隔と連接車両等との組み合わせにより十分な輸送力を確保

車両収容人員（定員）車両収容人員（定員）

走行空間

物理的に軌
道敷内への
自動車の乗
入れが可能

・軌道敷と車
道の分離

優先信号の
導入

等

⇒・

●●環境にやさしい環境にやさしい
・自動車交通に比してCO2排出量が少ないという路面電車の特長に加え､
弾性車輪制振軌道等により騒音振動を低減

軌道構造

通常 制振
⇒

福井鉄道市内軌道線福井駅前付近

インファンド軌道を採用し、低振動・低
騒音を実現

沿線への公共公益施設の配置などのまちづくり施策との 体的な整備が可能

景観との一体性

⇒
景観とマッ
チする車
両デザイン

従来の
デザイン
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●●人にやさしい人にやさしい
・低床式車両の導入、電停のスロープ整備等による段差解消や他交通機関への乗り継ぎ利便を確保

車両収容人員（定員）

約90人 約150人
（広島電鉄の５連接車の例）

⇒

員 員

約90人
（広島電鉄の単車の一例）（広島電鉄の単車の一例）

約150人⇒

床の高さ

780mm ⇒ 330mm
ホームから段差なしで直接乗降可能段差があるためステップが必要

輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）

36

94

188

乗合バス

マイカー

ＬＲＴ
路面電車

輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）

36

94

188

乗合バス

マイカー

ＬＲＴ
路面電車

36

94

188

乗合バス

マイカー

ＬＲＴ
路面電車

軌道 軌道⇒
87dB ⇒ 76dB
〔騒音比較〕
走行速度40km/h時
軌道中心から7.5m、
地上高さ1.2mで測定

ＣＯ２排出量

①札幌市交通局（札幌市）

②②函館市交通局（函館市）函館市交通局（函館市） ⑤富山地方鉄道（富山市）

⑦⑦万葉線（高岡市）万葉線（高岡市）

（Ｈ２１．４．１ 現在）

低床式車両導入済み事業者(12社)

１－２ 路面電車・ＬＲＴ（１） 全国分布状況

③東京都交通局（東京都）

⑧⑧福井鉄道（福井市）福井鉄道（福井市）

⑩京阪電気鉄道（大津市）

⑪京福電気鉄道（京都市）

⑬⑬岡山電気軌道（岡山市）岡山電気軌道（岡山市）

⑭⑭広島電鉄（広島市）広島電鉄（広島市）

⑰⑰長崎電気軌道（長崎市）長崎電気軌道（長崎市）

⑥⑥富山ライトレール（富山市）富山ライトレール（富山市）

⑱⑱熊本市交通局（熊本市）熊本市交通局（熊本市）
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③東京都交通局（東京都）

④東京急行電鉄（東京都）

⑨⑨豊橋鉄道（豊橋市）豊橋鉄道（豊橋市）
⑫阪堺電気軌道（大阪市）

⑮⑮土佐電気鉄道（高知市）土佐電気鉄道（高知市）

⑯⑯伊予鉄道（松山市）伊予鉄道（松山市）

⑲⑲鹿児島市交通局（鹿児島市）鹿児島市交通局（鹿児島市）
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１－３ 路面電車・ＬＲＴ（２） 延長・輸送人員等

路線

延長

(km)

年間輸送人員

（万人）

鉄道事業

営業利益

（百万円）

低床式車両の導
入状況(編成数)

H20 対前年 Ｈ１９
低床式

／全体
率

路線

延長

(km)

年間輸送人員

（万人）

鉄道事業
営業利益

（百万円）

低床式車両の導
入状況(編成数)

H20 対前年 Ｈ１９
低床式

／全体
率

（平成２１年４月１日現在）

札幌市交通局 8.5 755 ▲7 ▲ 224 0 ／ 30 0

函館市交通局 10.9 638 ▲16 ▲ 111 2 ／ 33 6.1

東京都交通局 12.2 1,904 ▲27 ▲61 0 ／ 42 0

東京急行電鉄 5.0 2,066 41 ▲ 251 0 ／ 10 0

富山地方鉄道 6.4 364 1 158 0 ／ 17 0

富山ライトレール 7.6 188 ▲5 ▲ 67 7 ／ 7 100

万葉線 12 8 114 ▲1 ▲ 50 6 ／ 11 4

京福電気鉄道 11.0 702 27 29 0 ／ 28 0

阪堺電気軌道 18.7 757 ▲19 ▲ 298 0 ／ 38 0

岡山電気軌道 4.7 347 ▲9 6 1 ／ 21 4.8

広島電鉄 19.0 4,019 49 318 22／134 16.4

土佐電気鉄道 25.3 545 ▲4 26 1 ／ 69 1.4

伊予鉄道 9.6 735 6 101 10 ／ 38 26.3

長崎電気軌道 11 5 1 905 ▲56 7 3 ／ 78 3 8

4
※２１年４月現在。路線延長には、一部鉄道区間を含む。

万葉線 12.8 114 ▲1 ▲ 50 6 ／ 11 54.5

福井鉄道 21.4 161 ▲1 ▲ 135 2 ／ 17 11.8

豊橋鉄道 5.4 294 6 ▲ 33 2 ／ 17 11.8

京阪電気鉄道 21.6 1,597 18 ▲ 1,618 0 ／ 23 0

長崎電気軌道 11.5 1,905 ▲56 7 3 ／ 78 3.8

熊本市交通局 12.1 957 43 ▲ 510 7 ／ 44 15.9

鹿児島市交通局 13.1 1,087 ▲23 57 13 ／ 54 24.1

合 計 236.8 19,132 23 ▲ 2,656 71／711 10.7

２．ＬＲＴプロジェクト

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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まちづくりと連携したＬＲＴの導入促進による環境にやさしく利用者本位の都市交通体系の構築

○ＬＲＴに対する高まる期待

・移動のバリアフリー化
・交通環境負荷の軽減
・交通転換による交通円滑化
・公共交通ネットワークの充実
・中心市街地の活性化

36

94

188

ＬＲＴ

乗合バス

マイカー

輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）

２－１ ＬＲＴプロジェクト

→欧米ではこれまで70以上の都市で復活・導入進む

●日本で整備が進まない要因
・導入空間の制約
・関係主体間の合意形成
・コスト負担大 （初期投資＋維持管理）

富山ライトレール(H18.4.29開業)

ＬＲＴプロジェクトＬＲＴプロジェクト
鉄道局、都市・地域整備局、道路局の連携のもと

ＬＲＴの整備に対して総合的に支援
（→省庁統合の成果）

LRTプロジェクト推進協議会の設置
事業者 自治体 有識者・ＮＰＯ

国（運輸局、整備局）、公安委員会

計画について一体的・総合的に支援

ＬＲＴ総合整備事業

ＬＲＴシステム整備費補助

そこで

車イストランジットモール

しかしながら

そこで

地域公共交通活性化・再生総合事業費補助

6

計画について一体的・総合的に支援

合意形成と計画策定

◇人と環境にやさしい都市基盤施設と都市交通体系の構築

◇利用しやすく高質な公共交通ネットワークの整備

◇生き生きとした魅力ある都市の再生

（道路局、都市・地域整備局）

路面電車走行空間改築事業 都市交通システム整備事業

【補助対象者】地方公共団体等【補助対象者】道路管理者

【補助対象者】鉄軌道事業者、法定協議会

（鉄道局）

（都市・地域整備局）

LRTシステムの構築に不可欠な施設（低床式車両、停留施設、
制振レール、変電所、車庫、ＩＣカードシステム、相互直通化の
ための施設）の整備に対して補助

LRTの走行空間(走行路面、停留場等)の整備
に対して支援

総合的な都市交通の戦略に基づくLRTの施設
(車両を除く)の整備に対して包括的に支援

２－２ ＬＲＴシステム整備費補助金

速達性に優れ、バリアフリーや環境にも優しい利用者本位の交通体系の構築を促進する観
点から、まちづくりと連携したＬＲＴシステムの整備を推進するため、低床式車両その他ＬＲＴシ
ステムの構築に不可欠な施設の整備に要した費用の一部を補助する。

１．補助対象事業者 鉄軌道事業者

ＬＲＴシステム整備費補助

２．補助対象施設 低床式車両(ＬＲＶ)、停留施設、レール(制振軌道)、変電所の増強、
車庫の増備、ＩＣカードシステム、相互直通化のための施設

３．補 助 率 国 ：１／４ 地方：国と同額以上

※重点支援［21年度～］
地域公共交通活性化・再生法の総合連携計画に基づく低床式車両（ＬＲＶ）の導入等については、
新たに地域公共交通活性化・再生総合事業費補助等により、重点的に支援
（補助率１／４⇒１／２等）

7低床式車両（ＬＲＶ）の導入 停留施設の整備 レールの制振性の向上 ＩＣカードシステムの導入

４．22年度概算要求額(国費) １．８６億円
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２－３ 富山ライトレールへの支援

【【事業概要事業概要】】

○○北陸新幹線整備と富山駅周辺における鉄北陸新幹線整備と富山駅周辺における鉄
道の高架化の機会を捉え、旧道の高架化の機会を捉え、旧JRJR富山港線富山港線
((全長全長8km)8km)をを LRTLRT化化

事業費20百万円 国費４百万円
○バスとの乗り継ぎ円滑化

幹線鉄道等活性化事業

連続立体交差事業負担金 事業費33億円 国費16億円

（平成１８年４月２９日開業）（平成１８年４月２９日開業）

富山駅

ＪＲ北陸本線

○走行路面・路盤の整備

○停留場の整備

軌道新設（1.1km）

○ＪＲ線をＬＲＴ化するために必要な施設の整備

（低床式車両、電気・信号設備、停留場の切下げ等）

○低床式車両（ＬＲＶ）の導入

○新駅の整備
○制振レールの導入
○ＩＣカードシステム

ＬＲＴシステム整備費補助

ＪＲ西日本運行時

路面電車走行空間改築事業 事業費8億円 国費4億円
事業費7億円 国費1.75億円

8

鉄道区間の廃止

富山ライトレールJR西日本運行時
■運行サービスの向上

サービスレベルの向上 と 利用者の増加
■富山港線一日あたりの平均利用者数

3.22 3.12 3.21

4.90 4.48

4.00

6.00
千人

1.4 倍

２－４ 富山港線の輸送改善効果

（平日・岩瀬浜発） （平日・岩瀬浜発）

5 5 30

6 17 55 6 0 22 39 49

7 27 7 0 10 21 31 41 51

8 3 37 8 1 11 21 31 43

9 25 54 9 0 14 31 46

10 19 10 1 16 31 46

上り出発時刻表 上り出発時刻表

○増便・パターンダイヤ化

ＪＲ富山港線 富山ライトレール
（平日・岩瀬浜発） （平日・岩瀬浜発）

5 5 30

6 17 55 6 0 22 39 49

7 27 7 0 10 21 31 41 51

8 3 37 8 1 11 21 31 43

9 25 54 9 0 14 31 46

10 19 10 1 16 31 46

上り出発時刻表 上り出発時刻表

○増便・パターンダイヤ化

ＪＲ富山港線
（平日・岩瀬浜発） （平日・岩瀬浜発）

5 5 30

6 17 55 6 0 22 39 49

7 27 7 0 10 21 31 41 51

8 3 37 8 1 11 21 31 43

9 25 54 9 0 14 31 46

10 19 10 1 16 31 46

上り出発時刻表 上り出発時刻表

○増便・パターンダイヤ化

ＪＲ富山港線 富山ライトレール

沿線の商業・観光施設利用者の増加

60 000

■森家※の年間利用者数 ■沿線の小売業・飲食業１０社からのアンケート結果

0.00

2.00

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

ＬＲＴ化

10 19 10 1 16 31 46

11 37 11 1 16 31 46

12 12 1 16 31 46

13 25 13 1 16 31 46

14 27 14 1 16 31 46

15 27 15 1 16 31 46

16 40 16 1 16 31 46

17 22 54 17 1 16 31 46

18 37 18 1 16 31 46

19 16 42 19 1 16 31 46

20 35 20 16 42

21 57 21 12 42

22 22 12 42

23 23

10 19 10 1 16 31 46

11 37 11 1 16 31 46

12 12 1 16 31 46

13 25 13 1 16 31 46

14 27 14 1 16 31 46

15 27 15 1 16 31 46

16 40 16 1 16 31 46

17 22 54 17 1 16 31 46

18 37 18 1 16 31 46

19 16 42 19 1 16 31 46

20 35 20 16 42

21 57 21 12 42

22 22 12 42

23 23

10 19 10 1 16 31 46

11 37 11 1 16 31 46

12 12 1 16 31 46

13 25 13 1 16 31 46

14 27 14 1 16 31 46

15 27 15 1 16 31 46

16 40 16 1 16 31 46

17 22 54 17 1 16 31 46

18 37 18 1 16 31 46

19 16 42 19 1 16 31 46

20 35 20 16 42

21 57 21 12 42

22 22 12 42

23 23

ライトレール開業前と開業１年後の比較

9

増えた
70%

変わら
ない
30%

減った
0%

増えた
70%

変わら
ない
30%

減った
0%

41,751

16,481

50,169

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H17 H18 H19

２．５倍

※森家：富山ライトレール終点岩瀬浜にある観光施設（国指定重要文化財）

人

来店者数の変化 売上の変化

平 均

1.5倍に

増加

平 均

1.2倍に

増加ＬＲＴ化

出典：鉄道局資料及び富山市資料より作成

ライトレ ル開業前と開業１年後の比較
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富山港線の輸送改善とともに、並行バス路線を再編・フィーダー化し、基幹交通と二次交通の役割分担
を見直した結果、鉄道とバスの移動距離は全体で増加

２－５ 富山港線並行バスのフィーダー化の効果

■バス網再編前後における公共交通（富山港線＋並行バス）の
年間延べ輸送人キロ（※）の変動

221

52

600
800
1000

並行バス
（H20はﾌｨｰﾀﾞｰﾊﾞｽ）

万人キロ／年

10

553
889

0
200
400

H16 H20

（ はﾌｨ ﾀ ｽ）

富山港線

バス網再編・ＬＲＴ化（Ｈ１７～１８）

※年間延べ輸送人キロ：一人当たりの平均移動キロ×年間輸送人員

出典：鉄道局資料及び富山地方鉄道からの聞き取りにより作成

○スポンサー付きベンチ

・スポンサー付きベンチの募集

沿線地域の企業・住民が「支える」意識を持つ仕組みを導入

２－６ 富山ライトレールを支える地域の存在

○駅の命名権、電停の個性化・広告スペース

１基５万円、１６８基

11

・駅の命名権の販売
「インテック本社前」、「粟島（大阪屋ショップ前）」

・電停個性化スペース
電停内に、地域の個性を紹介するスペースを設け、
地域の伝統や企業広告などを表現し、ＰＲに使用。
（スペース数：富山駅北６面、その他駅２面）
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２－７ 富山ライトレールを支える富山市の支援

収 入 支 出

運行事業補助金
施設の維持・管理・更新費分
相当を富山市が補助

７千万円
※グラフは、Ｈ１９決算から
設備投資に係る補助金等

固定資産税
３千万円

その他運送費
４千万円

運輸収入
２５千万円

動力費 ２千万円

人件費
１９千万円

（うち一般管理費分
５千万円）

運
送
費

一
般

設備投資に係る補助金等
の収入・支出を控除したもの。
（表示単位未満の端数処理のため、
合計は一致しない。）

修繕費
７千万円

運輸雑収等
（広告料、グッズ収入等）

８千万円

12

一般管理費等（人件費除く）

５千万円
（内訳）

備消品費・仕入原価
減価償却費 法人税 他

収 入 計
４１千万円

支 出 計
３９千万円

差引損益
約２千万円

管
理
費
等

出典：鉄道局資料より作成

２－８ 各地のＬＲＴシステムの整備支援

函館市交通局 豊橋鉄道

ＬＲＶ “ホットラム”ＬＲＶ “ラックル”

平成１７年度から計画的な制振軌道の整備
とＬＲＶの導入に取り組んでいる。

平成１８年度から停留施設の段差解消等を実施してお
り、平成２０年度には新たにＬＲＶも導入。
今後はＩＣカード乗車券システムの導入を予定。

制振軌道

ＬＲＶ ホットラム

停留施設の整備

ＬＲＶ ラックル

13

制振軌道 停留施設の整備
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○ 次世代路面電車の超低床化(H13～H15）

○ 次世代路面電車用小型軽量ブレーキ装置
（H17～H19）

・台車技術の国産化

・ブレーキ技術の国産化

欧
州
の
低
床
車
両
の
輸
入

100%国産化
に係る
技術開発

鉄道局による支援

２－９ 次世代路面電車に関する技術開発の概要

○ GPSを利用した次世代
路面電車に有効な列車
制御装置（H19～H23予定）

列車の位置、速度などをGPS等で把握
し、架線レスに対応した列車制御を行
う運転管理システムの確立

入

現行は架線による列車制御 省力化

架線レスのためには

鉄道局による支援

14

メリット：バッテリーによるエネルギーの再利用、都市景観の改善、架線設備の設置費・保守費低減

架線レスバッテリー駆動型の省エネ車両の開発（H17～H19）
ブレーキエネルギー再利用率の向上、更なる軽量化による省エネ車両の実現（H20～H22予定）

運行管理等周辺設備の技術開発（H21）

架線レスのためには
新たな列車制御装置
が必要

ハイトラム（鉄道総研） ＳＷＩＭＯ（川崎重工）

ＮＥＤＯによる支援

鉄道局による支援

• ○ 架線レスバッテリー駆動型の省エネ車両等の開発の動向

３．地域公共交通活性化・再生法

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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活力ある都市活動、観光振興

地域公共交通の活性化・再生の必要性

住民の足の確保、ユニバーサル社会の実現 環境問題等への対応

地域公共交通活性化・再生法スキーム概要

市町村 公共交通事業者 道路管理者 住民港湾管理者 公安委員会 等

協議会

３－１ 地域公共交通活性化・再生法の制定（平成１９年法律第５９号）

地域公共交通総合連携計画

海上運送高度化事業
（海上運送サービス

の改善）

乗継円滑化事業
（乗り継ぎの改善）

鉄道再生事業
（地方鉄道の再生）

道路運送高度化事業
（ＢＲＴの整備）

（オムニバスタウンの推進）

鉄道事業再構築事業
（地方鉄道の再構築によ
る 輸送の維持）

地域公共交通特定事業

地域公共交通の活性化及び再生を総合的かつ一体的に推進するための計画

地域公共交通総合事業

・地域のバス交通の活性化や、地方
鉄道の活性化等による地域住民や
観光客のための公共交通サービス
の改善
・地域による利用促進活動 等

総合事業計画を策定

－ＬＲＴの整備－

軌道運送軌道運送
高度化事業高度化事業

連携計画に特定事業を定めた場合は、当該事業の実施計画を策定

16

法 律 上 の 特 例 措 置

国国 土土 交交 通通 大大 臣臣 にに よよ るる 計計 画画 のの 認認 定定 （鉄道再生事業のみ届出）

・ＬＲＴ整備に関する軌
道事業の上下分離制
度の導入
・ＬＲＴ車両購入費等に
ついて自治体助成部
分の起債対象化等

・計画認定による事業許
可等のみなし取得
・ＢＲＴの車両購入費、オ
ムニバスタウン計画に
基づく施設整備事業等
について自治体助成部
分の起債対象化等

・計画認定による事業
許可等のみなし取得

・計画認定による事業計
画変更認可等のみなし
取得

・運行計画を事後届出制
に緩和

・共通乗車船券に係る一

括届出化

・ 計画認定による事業許可等の
みなし取得
・ 公有民営」方式の上下分離に
ついて、事業許可基準のうち
事業採算性等に係るものを
適用しない特例

・鉄道再生実施計画
作成のための廃止
予定日の延期等

・計画策定経費支援（定額）

・総合事業計画に基づく事業

について、１／２補助（政令

市では１／３）

補助金による支援

＋ 補助予算、地方財政措置
等の総合的パッケージに
よる支援措置

３－２ 軌道運送高度化事業の概要（上下分離制度）

○ 地域公共交通活性化・再生法上に盛り込まれたＬＲＴに関する上下分離制度（軌道運送高度化事業）により、事業者の
インフラ整備負担を軽減した上で効率的な整備と整備後の安全運行・安定経営を確保することができるようになった。
○ 地域公共交通活性化・再生法上に盛り込まれたＬＲＴに関する上下分離制度（軌道運送高度化事業）により、事業者の
インフラ整備負担を軽減した上で効率的な整備と整備後の安全運行・安定経営を確保することができるようになった。

施設（※）を借り受けて運行。ＬＲＴの運行を行う事業
者は、「軌道運送事業者」
＊

国や地方公共団体が＊

軌
道
運

地
域
公
共

制度面 財政面軌道運送事業者

軌道整備事業者（地方公共団体等）

施設の
貸付け

貸付料の
支払い

線路・電気設備・信号施設などの施設
（※）を建設し 保有

使用条件（賃料
等）、管理責任
に関する契約

の特許を取得。

安全性、継続性を確保安全性、継続性を確保
するため、上下間の契するため、上下間の契
約、体制等を大臣認定約、体制等を大臣認定
の際にチェックの際にチェック

車両購入費等を補助

運
送
高
度
化
実
施
計
画

（大
臣

共
交
通
総
合
連
携
計
画
（市
町
村

認
定
効
果

地方債の特例

地方公共団体負担分の７５％
（政令市・都道府県は７０％）
について、地方債の発行が認
められている。

17

（※）を建設し、保有。

（※）車両を含む場合も想定しうる。

ＬＲＴの施設を整備、保
有する地方公共団体等は、
「軌道整備事業者」の特
許を取得。

＊ 国が地方公共団体
等の施設整備主体に
対して建設費等を補
助

＊

が
認
定
）※

・関
係
者
が
作
成
）

次の①及び②の実施により、定時性の確保、速達性の向上及び快適性の確保を図り、もって地域公共交通の活性化に資するもの（既設の軌道の路線は①②のいずれかでも可）

※軌道運送高度化事業

①より優れた加速及び減速の性能を有し、振動を抑える効果が高く、かつ、低床化されている等旅客が円滑に乗降できる構造の車両を用いること
②旅客の乗降を円滑にするための措置（①を除く）及び車両の良好な走行環境を確保するための措置を講ずること



10

◆ 軌道運送高度化事業として行う措置

（１）軌道の延伸と環状運転化 （２）新型車両の導入

○ 富山市・富山地方鉄道（株）は、富山市内電車環状線化計画について、地域公共交通活性化・再生法に基
づく「軌道運送高度化実施計画」として以下の内容を盛り込んだ申請を行い、国土交通省では、審査の結果、
平成２０年２月末に認定を行った。

○ 富山市・富山地方鉄道（株）は、富山市内電車環状線化計画について、地域公共交通活性化・再生法に基
づく「軌道運送高度化実施計画」として以下の内容を盛り込んだ申請を行い、国土交通省では、審査の結果、
平成２０年２月末に認定を行った。

３－３ 軌道運送高度化事業の活用事例～富山市内電車環状線化

（導入車両イメージ）※車両カラーは未定

（１）軌道の延伸と環状運転化 （２）新型車両の導入
加減速性能に優れ、利用者の乗降に配慮した低床式、低振動、低騒
音等快適な乗り心地で、街の景観との調和を考えたデザイン性に優れ
た車両を導入。

（３）制振軌道の導入
騒音や振動を抑制するため、レールを樹脂で固定する
制振軌道を導入。

（４）停留場のハイグレード化
スロープの設置、ホームと車両との隙間解消などのバリアフリー化。
また、風雪よけの側面付の屋根やベンチの設置、運行情報をリアルタイム

終点 0k940m

(仮)グランドプラザ前

(仮)大手モール南

(仮)国際会議場前

起点 0k0m

丸の内

西 町

至 大学前

南北接続
構想

富山ライトレール

富山駅

終点 0k940m

(仮)グランドプラザ前

(仮)大手モール南

(仮)国際会議場前

起点 0k0m

丸の内

西 町

至 大学前

南北接続
構想

南北接続
構想

富山ライトレール富山ライトレール

富山駅富山駅

18
（富山ライトレールインテック本社前） （万葉線広小路）

停留場イメージ

で提供する表示器の設置など乗車待ちの負担を軽減。
更に、停留場のデザインにおいても統一化を図り、都市景観に配慮。

３－４ 富山市内電車環状線化の概要

軌道運送事業者
運輸収入

運転・運輸

富山地方鉄道（株）

軌道運送高度化事業に基づく「上下分離」スキーム

（将来構想）

北陸新幹線開業、鉄道
高架化後に富山ライト
レールと富山地方鉄道
の接続

ＪＲ富山駅

（富山ライトレール）

認定プロジェクト：富山市内電車のLRT化・環状線化

軌道整備事業者

施設、車両
の貸付け

線路使用料
（維持管理費相当分）

車両使用料
の支払い

・線路・電気設備・信号施設などの施設の建設、保有
・車両の購入、保有

使用条件（賃料
等）、管理責任に関
する契約

等経費

維持管理費

富山市

富山市が新線整備

（
富
山
地
方
鉄
道
）

軌
道
運
送
高
度
化

富山市がＬＲＶ導入
（富山地鉄が環状運行）

19

維持管理費

国

施設の建設費、車両の
購入費等を補助

・平成２１年１２月開業予定

・運行経路：片方向循環運行

・営業キロ：約3.5km
・所要時間：20分
・運行間隔：10分間隔

富山市が新線整備化
実
施
計
画
の
大
臣
認
定
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２２年度概算要求：４０億円
（２１年度当初予算：４４億円）

地域公共交通活性化・再生法の目的を達成するため、同法を活用し、地域の多様なニーズに応えるために、鉄道、コミュニティバス・乗合
タクシー、旅客船等の多様な事業に取り組む地域の協議会に対し、パッケージで一括支援することにより、地域の創意工夫ある自主的な
取組みを促進する。

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 （平成１９年１０月１日施行）

・ 協議会の参加要請応諾義務
・ 計画策定時のパブリックコメント実施
・ 計画作成等の提案制度
・ 協議会参加者の協議結果の尊重義務

市町村 公共交通事業者 地元企業 住民

法定協議会

３－５ 地域公共交通活性化・再生総合事業の概要

◇ 鉄道、バス・乗合タクシー、旅客船等の実証運行（航）
・ 鉄道の増便・ダイヤ変更等の実証運行
・ コミュニティバス・乗合タクシーの導入、路線バス活性化の実証運行
・ 空港アクセス改善（空港アクセスバスの実証運行等）

（例） 地域公共交通活性化・再生総合事業計画 （３年）

地域公共交通の活性化及び再生を総合的かつ一体的に推進するための計画

策定

商店街の人々 ＮＰＯ等住民団体 等学校・病院等

地域公共交通総合連携計画（法定計画）

うち協議会が取り組む事業

＜補助率等＞

地域公共交通活性化・再生総合事業による支援

策定支援
①「地域公共交通総合連携計画」
（法定計画）策定経費 定額

②総合事業計画に定める事業に
要する経費
・実証運行（航） １／２
実証運行（航）以外の事業 ／

20

・ 空港アクセス改善（空港アクセスバスの実証運行等）
・ 旅客船の航路再編・増便・ダイヤ変更等の実証運航 等

◇ 車両関連施設整備等
・ バス車両購入費、車両・船舶関連施設整備、バス停等待合環境整備、
デマンドシステムの導入、ＬＲＶ（低床式軌道車両）の導入 等

◇ スクールバス、福祉バス等の活用
◇ 乗継円滑化等

・ 乗継情報等の情報提供、ＩＣカード導入、Ｐ＆Ｒ・Ｃ＆Ｒの推進 等

◇ 公共交通の利用促進活動等
・ レンタサイクル、イベント、広報、乗継割引運賃・周遊切符等の
システム設計 等

◇ 新地域旅客運送事業の導入円滑化
◇ その他地域の創意工夫による事業

＜制度の特徴＞

【計画的取組の実現】
・計画に対する補助で、計画的な事業実施が可能

【協議会の裁量確保】
・事業をパッケージで一括支援
・メニュー間、年度間における柔軟な事業の実施

【地域の実情に応じた支援の実現】
・地域の実情に応じた協調負担の実現

【事業評価の徹底】
・成果を事後評価し、効率的・効果的な事業実施を確保

取組支援

＜制度の特徴＞

・実証運行（航）以外の事業 １／２ ※
※政令市が設置する協議会の取り組む
事業 １／３

広島市・廿日市市においては、渋滞緩和、CO2削減、広域連携等を推進する観点から、シームレスな公共交通ネットワーク
の構築と公共交通機関の利便性向上を図ることとしており、電車・アストラムライン・バス・船舶・宮島ロープウェー共通のIC
カードシステムを整備し、乗降時間や改札時間短縮による速達性や定時性の確保、乗継利便性の向上を目指す。

広島・廿日市地区

３－６ 地域公共交通活性化・再生総合事業の活用事例〔広島市・廿日市市〕

《ICOCA》
使用可能

ＪＲ西日本

宮島ロープウエー

電車

アストラムライン
バス

船舶

H21年度地域公共
交通活性化・再生
総合事業の対象
事業

項 目 概 要

《ＰＡＳＰＹ》

21

〔実施主体〕
広島市・廿日市市地域公共交通利用円滑化協議会

〔構成員〕
広島市
廿日市市
広島電鉄㈱
広島高速交通㈱
西日本旅客鉄道㈱
社団法人広島県バス協会
瀬戸内海汽船㈱
宮島松大汽船㈱
広島観光開発㈱

項 目

名 称 （パスピー） ※PASS（乗車券）+HAPPY（幸せ） SPEEDY（速い）

発売カード

カード規格

利用可能範囲

初期発売額 2,000円 〔うちデポジット（預かり保証金）500円、ＳＦ（利用可能額）1,500円〕

概 要

発売額
ＳＦは最大20,000円まで積み増し可能

乗車券機能

前払い式ＩＣカード

サイバネ規格（日本鉄道サイバネティクス協議会で規定された規格）

定期券機能については平成20年度導入予定

乗継割引（バス⇔バス、電車⇔バス）

広島県内の公共交通機関（電車・ｱｽﾄﾗﾑﾗｲﾝ・バス・船舶・宮島ﾛｰﾌﾟｳｪｰ）共通

ＰＡＳＰＹ割引（最大10％割引）



12

地域公共交通総合連携計画
（法定協議会において策定）

３－７ 地域公共交通活性化・再生法に基づくソフト・ハード一体支援

ソフト施策支援

地域公共交通活性化・再生総合事業費補助

総合連携計画策定調査費、ＬＲＶ、車両増備、イベント列
車の運行、運行情報提供システム、 ＩＣカードシステム、
増便等の実証運行、パーク＆ライド、駅舎改築、地域サ

・総合連携計画の策定に必要な調査費や、同計画に基
づく地域の創意工夫を活かした取組を支援。

ハード整備支援

幹線鉄道等活性化事業費補助
（総合連携計画事業）

輸送ニーズに対応した駅・路線の再配置、
ダイヤ改正・増便等に必要な施設の整備

・総合連携計画に基づく鉄軌道利用者の利便性向上を
図るための施設の整備を支援。

Ｈ21新規

（補助率： 国１／２、１／３） （補助率： 国１／３、地方公共団体１／３）

22

ポーターによるボランティア活動等の地域の創意工夫に
基づく取組

ICｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑの導入

BOKU MOBOKU MO

【補助対象】 地域の法定協議会 【補助対象】 地域の法定協議会又は第３セクター

レール改良ＬＲＶの導入 新駅設置

普通 ××行 １３： ４５

普通 ××行 １４： ００

２ △△線 ××方面

普通 ××行 １３： ４５

普通 ××行 １４： ００

２ △△線 ××方面

運行情報提供 相互直通化

ＢＢ 鉄道鉄道

渡り線（白）のほか、信号通信設備、
電路設備の整備により相互直通化

ＡＡ 鉄道鉄道 ＢＢ 鉄道鉄道

渡り線（白）のほか、信号通信設備、
電路設備の整備により相互直通化

ＡＡ 鉄道鉄道


